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１Ｃ０６ 
 

オープン化とローカル・マネジメント 

：携帯電話端末開発の国際展開の事例から 
 

○安本雅典（横浜国立大学/東京大学） 

 

 
１．イントロダクション 

本報告では、携帯電話端末産業における企業間分業を参考に、開発活動のオープン化の成り立ちを再検討

し、ローカル知識の意義について検討する。製品システムのモジュラー化の流れのなかで、標準的な部品や

技術の供給がオープンに供給されるようになり、 世界的な水平分業の流れが生じたといわれる。1990 年代

以降、とくにエレクトロニクス産業やＩＴ産業では、製品システムのモジュラー化により、コア部品を含め

標準的な部材や技術がオープンに供給されるようになった（Baldwin and Clark, 2000）。 
このため、新興メーカーの参入によるメーカー間の競争が激しくなるとともに差別化が困難となり、コモ

デティ化が進んだ（伊藤 2005；榊原・香山、2006）。こうした問題認識から、もっぱら製品システムのモジ

ュラー化と部材･技術の標準化を問題の源泉と見なすことで、要素技術開発と製品開発を統合して、先端的な

部材を活かした製品開発の重要性が指摘されてきたのである。 
しかしながら、標準的な部材を用いながら、製品として一貫したものを仕上げることは必ずしも容易では

ない。実際、製品のモジュラー化が進み標準的な部材や技術が供給されるようになったとはいえ、いまだに

製品開発を行う企業は多様な部品･技術を統合する際に多くの課題に直面している（Staudenmayer, et. al., 
2005）。また、一見モジュラー化が進んだ分野においても、製品レベルの統合知識、すなわちシステム統合の

知識が不可欠な場合があることが指摘されている（延岡、2005；延岡・上野、2005；Yasumoto and Shiu, 2008）。
それにもかかわらず、開発経験に乏しくシステム統合の知識の蓄積のないはずの新興企業が容易に参入可能

となっており、コモデティ化の流れを促している (Berger et al., 2005; Christensen, et al., 2002; 今井・川上、

2006；丸川、2007；丸川他、2007)。 
このような状況は、部材や技術を統合するためのシステム知識までもが、汎用化され容易に利用可能とな

っていることを推測させる。オープン・イノベーション（Chesbrough, 2003; Chesbrough et al., 2006）は、本来

は具体的な部材や技術の選択に関わらない上流の R&D についての議論である。だが、システム知識の普及は、

より下流の製品開発にもオープン化の領域を広げていると予測されるのである。 
こうした状況下では、開発経験に乏しい企業であっても標準的なシステム知識の利用が可能であるため、

多くの企業は持続的に競争上のポジションを築くことは難しいはずである。にもかかわらず、優位を築いて

いる企業が存在している。製品のコアとなるシステムや技術についてのシステム知識は、企業に特殊であり、

それゆえに競争力の源泉と見なされてきた（青島・延岡、1997；Henderson and Clark, 1990）。こうした知識で

さえ標準化され普及しているなかで、なぜ優位を築く企業が出てきているのだろうか。 
本報告では、まずシステム知識の市場化の実態に焦点を当て、どのように標準的なシステム知識が提供さ

れているのかについて検討する。続いて、システム知識の市場化が進んでいるなかで、企業のローカル知識

のもつ意義について、先行研究を参考に改めて検討する。以上の点を明らかにすることにより、オープン化

の進む状況下での製品開発力と開発拠点展開について、インプリケーションを提示する。 
 

２．開発プロセスのモジュラー化とシステム知識の普及 

従来、新技術を用いた製品の開発に際しては、技術開発から生産準備までの開発プロセスを統合する必要

が高くなると考えられてきた (Iansiti, 1997)。そして、このような一連のプロセスに関わる知識を、企業内も

しくはグループ内で垂直統合的に囲い込むことで、競争力が生じると見なされてきたといえる（榊原・香山、

2006）。オープン化が進むなかでも、新技術の開発・導入においては、専門化した企業間や企業グループ内で

共同開発が不可欠となっている（Yasumoto and Shiu, 2008）。 
しかしながら、垂直統合的な製品開発は、構成要素の変化への対応やコストの面で、必ずしも競争力を保

障しなくなってきている。こうした状況については、従来は汎用化された部材や技術が普及し、そうした部

材や技術を組み合わせることで、容易に製品開発が可能となっているためであるという説明が加えられてき

た（伊藤 2005；藤本・新宅、2005；榊原・香山、2006）。汎用の部材や技術ではインタフェースが標準化さ

れているので（モジュラー・アーキテクチャ）、容易に統合が可能であると考えられてきたのである。 
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このような側面は否定できないものの、汎用の部材や技術の普及だけでは十分な説明は難しい。製品シス

テムのモジュラー化やオープン化が進んだ産業であっても、部材や技術を統合するシステム知識が不可欠で

あることが指摘されてきている（Chesbrough et al., 2006；Staudenmayer, et. al., 2005）。専業ベンダが提供する

部品やモジュールを的確に選択し配置するうえでは、システム統合の能力が求められる（Brusoni & Prencipe, 
2001）。こうした点を考えれば、新興国メーカーの参入は、システム知識すらも標準化され普及しているがゆ

えに可能となっていると予測される。 
実際、標準的なシステム知識を組み込んだプラットフォーム(典型的には製品の基本的なアーキテクチャを

定めるチップセット)として提供されることで、部材の統合が容易になっていることは広く指摘されてきた

（Iansiti and Levien, 2004; 今井・川上、2006；新宅・善本・小川、2006；von Hippel, 2006）。ただし、複雑化

が進んでいる製品では、単一のプラットフォームが製品システムを代替するわけではない。むしろ、システ

ムの階層分化が進んでおり、チップセット（およびソフトウェア）、基板、製品というように、階層的に入れ

子状のシステム（nested module system）が構成されている。そして、こうして構成されるシステムの各階層

に応じて、先行技術開発、製品システム開発、製品開発といった各段階を専業企業が担うことが増えている

のである（図 1）。こうした開発「プロセスのモジュラー化（process modularization）」 (Jacobides, 2005；Yasumoto 
and Shiu, 2008) が進んだ状況では、専門化した企業はより上流のプラットフォームを用いながらシステムの

統合を行い、さらに下流にプラットフォームと

して提供することになる。 
携帯電話産業では、2000 年代初頭からリフ

ァレンス・デザイン、エンジニアリング・サ

ンプル、ドライバーやスタック等のソフトウ

ェア、開発ツール、推奨部品リスト、技術サ

ポート等をセットにした技術プラットフォー

ムが供給されるようになった。また、開発に

コストを要するソフトウェア、OS（おもに

RTOS）や通信プロトコルを、専業ベンダが供

給を始めていた。しかしながら、これらのプ

ラットフォームは、以上のシステムの階層を

ある程度自力で開発し統合することのできる

端末メーカー向けであるため、開発力に乏し

い新興メーカーは容易に利用できない。 
こうした状況のなかで、技術プラットフォ

ームを元に、基板や製品システムを提供するデザインハウス（IDH）や ODM が成長してきた（今井・川上、

2006）1。IDH や ODM は、顧客である端末メーカーの要望に応じて、端末や設計、ソフト開発、評価・検証、

生産手配を行っている。対応する専業ベンダの登場によって、新興メーカーの参入は急速に進み、中国の場

合には IDH の手がけた機種の割合が、出荷量の 40%以上に及ぶほどになっている。 
しかし、IDH にとっても各種のプラットフォームを用いて迅速に端末を開発することは容易ではないため、

2005 年頃からは、台湾や中国のベンダから、製品機能をある程度統合しカプセル化した統合プラットフォー

ムが提供されるようになった。統合プラットフォームは、部材やソフトウェアの統合の必要性そのものを減

じることで、さらに新興メーカーの台頭を促してきた。統合プラットフォームの提供に際しては、評価・検

証用ではなく、容易に実際に用いることができる部品や基板も提供されることが多く、実質的には IDH の役

割の多くを代替してきたといわれる（今井・川上、2006）。統合プラットフォームは、中級機以下のフィーチ

ャーフォンで迅速に新機種を投入したい端末メーカーや IDH の要求を充たすことで、2006 年には中国の端末

の 50％以上に搭載されるまでになったとされている2。 
以上のように、複雑化の度合いが低い中低位機種については、開発に必要なシステム知識の大部分が、専

業ベンダから提供されるようになっている（表１）。複雑性が相対的に低い製品であっても、開発力のない新

興国メーカーにとっては複雑なシステムであり、開発のためのシステム知識が必要である。以上の例は、汎

用部材が普及しているためというよりは、むしろこうしたシステム知識の供給が進むことで、新興国メーカ

ーでも利用可能なオープンな開発環境が拡張されてきたことを示している3。 
 

                                                  
1 ただし、前者は主に開発力の乏しい新興国メーカーに代わって開発を行い、後者は主に製品ラインナップ拡充を進めている世界的な

有力メーカーに中下位機種を提供するというように、由来の違いがある。 
2 多くが非正規のメーカーに使われており、グレーマーケット向けともいわれる。なお、IDH には、実際の部材手配や生産手配を行うと

いう役割があるため、統合プラットフォーム・ベンダとは棲み分けがなされている場合もある。 
3 開発のノウハウが体化された３D-CAD 等で提供されていることも影響している。 

図 1 製品システムの階層化 
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３．ローカルな知識の活用領域 

一方、端末の複雑化が進むなかでは、有力メ

ーカーであっても全てを自社で開発することは

困難となっている。こうした状況に対応して、

OS（HLOS）、ミドルウェア、アプリケーション・

インタフェースといったソフトウェアを中心に、

専業ベンダがプラットフォームを提供するよう

になり、有力メーカーも積極的に利用するに至っ

ている。その一方で、先端的なメーカーは統合プ

ラットフォームをほぼ使用していない4。比較的

複雑度の低い製品向けであることから、統合プラ

ットフォームは、機能や部材選択の制約が厳しく、

拡張性や発展性に乏しいためである5。 
有力メーカーは、技術プラットフォームとソフトウェア・プラットフォームを用いながら（表２）、基板・

製品の設計を行い付加機能のソフトウェアを搭載するなど、自社でシステム統合の多くを行っている（作業

の外注は行っている）。こうすることで、先端的なモデルやそこから派生的に展開されるモデルを中心に自社

開発を進めているのである。また、近年では、各地域の通信事業者の要望にこたえて、カスタム端末を開発

することも増加している。 
有力メーカーにおける外部プラットフォー

ム活用のあり方は、開発プロセスのモジュラ

ー化が進んでも、複雑化する製品を開発する

うえでは、下流の製品開発においては自社の獲

得したローカルな知識を活用する必要があるこ

とを示唆している。製品開発の課題は、企業ご

とに異なるローカルな性質をもつ。同じような

外部の汎用化されたプラットフォームを用いて

いても、その活用範囲によっても、課題は変わ

ってくる。メーカーは、こうしたローカルな課

題にそって、部材･モジュール選択、設計、ソフ

トウェアの開発を進め、評価･検証を行わなけれ

ばならない。自社の製品システムについてのロ

ーカルな知識を保持しなければ、こうした一連

の作業を迅速に進めることはできない。 
個々の企業のローカルな課題によって、ソフトウェア、アナログ回路が入る高周波や電源の回路、部品間

の物理的/電磁的干渉、物理的な構造設計、各種の許容範囲等、開発を左右する問題が生じ、対処法も異なっ

てくる。汎用部材を多用しても機能、サイズ、形状等の面で斬新な機種の開発は可能であるが(例えば日経エ

レクトロニクス、2006)、こうした機種はメーカーのローカルな課題に対応したシステム統合によって実現さ

れている。技術プラットフォームのように外部から供給される標準的なシステム知識の多くは、全てのシス

テムの階層を網羅しているわけではなく、またローカルな課題には対応していない。このため、ローカルな

システム知識として、自社で具体化したシステムのアーキテクチャの知識を自ら蓄積し活用することが不可

欠となるのである。有力メーカーは、そのために、製品レベルのハード設計やアプリケーションに関わる、

上位レイヤーのソフトウェアの多くを自社で開発し、製品システムの統合を行っている面がある。 
表２の外部プラットフォームによって供給されるシステム知識ではなく、ローカルなアーキテクチャの知

識こそが、競争力の源泉になりうる（青島・延岡、1997；Henderson and Clark, 1990; Henderson and Cockburn, 
1991）。オープン化の進んだ環境でも、製品の先行開発や製品開発といった中下流のプロセスでは、企業は統

合のためのアーキテクチャの知識を持つ必要があることが指摘されている（Chesbrough, 2003; Chesbrough et 
al., 2006）。こうした製品開発の知識は、ただ製品システムを開発するだけであれば意義が薄れている。だが、

一方で、システムの知識が普及しオープン化が進んだがゆえに、ローカルな知識が意義を増してきた。 
 

４．まとめとインプリケーション 

                                                  
4 外資トップ 5メーカーが世界市場の 5割程度のシェアを占めているが、その多くは IDH や MTK 等のトータル・ソリューションを使用

していないことを考えれば、相当高い割合であるといえる。 
5逆説的ではあるが、こうしたプラットフォーム化は逆方向の垂直統合といえる。 

表１ システム知識の分業：中国の携帯電話産業 
（各種資料とインタビューより作成） 

Customer 
Handset 

Firms
BB A-CPU

/Co-Processor HLOS

Nokia Ｎｏｋｉａ&ＴＩ,
Ｎｏｋｉａ&ＴＩ SoC (feature)

TI, Ｎｏｋｉａ&ＴＩ SoC（feature), 
ＴＩ/ＮＥＣＥＬ etc. （Hi-end, 
partly）

Ｓｙｍｂｉａｎ Ｓ６０

Motorola
Ｆｒｅｅｓｃａｌｅ
（3G, 2.X G), 
TI(2.X G)

ＮＶＩＤＩＡ(3G)/ＡＭＤ（2.X G) ,
ＴＩ (Symbian, Win)
(3G, partly）
/Ｍａｒｖｅｌｌ(Linux)（2.X G)

Ｌｉｎｕｘ(2.X G), Ｓｙｍｂｉａｎ
ＵＩＱ(3G）, Win(2.X G)

Samsung

Ｑｕａｌｃｏｍ(3G)，
ＴＩ/Ｂｒｏａｄｃｏｍ/
ＬＳＩ Ｌｏｇｉｃ
（Ａｇｅｒｅ）etc. 
(2.X G)

Ｍａｒｖｅｌｌ(Win, Linux) / ＴI 
(Symbian) etc.（3G, partly）,
Ｍｔｅｋ Ｖｉｓｉｏｎ/ＣｏｒｅＬｏｇｉｃ
/ＮＶＩＤＩＡ etc. （3G, partly）

Ｗｉｎ/Ｌｉｎｕｘ/ＳｙｍｂｉａｎＳ６０
etc.（3G, partly）

SEMC ＥＭＰ（3G, 2.X G) ＮＸＰ(3G, partly）,
ＮＶＩＤＩＡ etc. (3G, partly）

Symbian UIQ (3G, partly)

LG Ｑｕａｌｃｏｍ(3G), 
ＥＭＰ(3G, partly)

ST (Symbian)/Ｍａｒｖｅｌｌ (Win)
(2.X G),ＣｏｒｅＬｏｇｉｃ/
Ｍｔｅｋ Ｖｉｓｉｏｎ (2.X G)

Symbian S60/Ｗｉｎ(2.XG）

BenQ Qualcom（３G), 
TI(2.X G)

TI (Symbian), /Marvell（Win 
etc.）(2.X G)

Symibian UIQ/Win etc.
（2.X G)

表２ 外部プラットフォームの活用：海外有力メーカー 

（Techno System Research (2007) とインタビューより作成。灰

色部分は自社向けにカスタム開発されたものが多いことを示す）
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本報告では、まず、開発プロセスのモジュラー化により、さまざまなレベルの標準的なシステム知識が提

供されることで、はじめて新興国メーカーの活躍の場が提供されてきたことを示した。こうした実態は、製

品システムのモジュラー化が進み汎用部材が供給されているだけでは十分ではなく、製品レベルのシステム

統合のための知識が広く利用可能となる必要があることを示している。 
一方、汎用化された製品レベルでのシステムは、その汎用性ゆえに拡張性や発展性が乏しい。このため、

知識が製品レベルでのシステム知識が広く利用可能になっているなかでは、むしろ個々の企業の開発課題に

応じて企業のローカルなアーキテクチャの知識を活用することが意義を持ちうる。開発プロセスのモジュラ

ー化が進むことで、製品のコア技術をはじめ、自社が担う開発領域は限定されてきている。製品のコアとな

る技術の開発を統合するのではなく、むしろ製品レベルで自社のローカルな知識を用いて、さまざまな構成

要素や複数のプラットフォームのシステム統合を進める必要があるのである。 
競争力は、個々の要素にあるわけではなく、むしろそれらを統合するローカルなプロセスに依存する（青

島・延岡、1997；Henderson and Clark, 1990）。この点をふまえれば、垂直統合を通じて新規技術の開発と導入

を一体として進めることは不可欠であるとはいえず、これによって開発拠点展開を限定する必要性は乏しい。

むしろ、企業が自社のローカルなシステム統合の知識を活かすことができるかどうかという点から、開発拠

点展開は検討する必要があると考えられるのである。 
 

＊本報告は、平成 19-20 年度文部科学省科学研究費、基盤研究（B）（代表者：丸川知雄）と基盤研究（C）（代表者：安本雅典）」の成果

の一部である。 
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